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年度末報告書（実⾏団体） 
● 提 出 ⽇ ： 2023 年 4 ⽉ 7 ⽇ 
● 事 業 名 ： 企業と連携した⺟⼦家庭の就労環境整備事業 
● 資⾦分配団体 ： 公益財団法⼈オリオンビール奨学財団 
● 実 ⾏ 団 体  ： 特定⾮営利活動法⼈リトルワンズ   
 

① 実績値 
【資⾦⽀援】 

アウトプット 指標 ⽬標値 達成 
時期 

現在の指標の達成状況 進捗状
況＊ 

 

【企業】  
①沖縄県内に⺟⼦家庭を受け⼊
れてくれる企業を探す。 
 
②企業の⺟⼦家庭の受け⼊れ体
制のチェック。 
 
③企業の受け⼊れ態勢の整備 
 
④企業として適切な「⽀援」の伝
え⽅を教授。 

協⼒県内企業 
就労環境整備に取り
組めた企業 
 

就労環境整備に取り
組めた 5 社 
 
協⼒県内企業 9 社 
 
 

2023 年
3 ⽉ 

①16 社とパートナーシップを締結 
 
②受け⼊れ体制の整備のため補助⾦を⾏政
に政策提案 
 
③HP を作成し、就労の⼊⼝を確保。 
県外企業１社で 2 名のお⺟さんが就労成功 
④5 社に対して、⼥性の就労、リーダーシッ
プについての研修開始 

①１ 
 
 
②２ 
 
 
③２ 
 
 
 
④３ 
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【⺟⼦家庭】 
① ⽣活⽀援や就労⽀援を活⽤
しているかチェック 
 
②就労へのモチベーションや機
会、その他就労環境の障害をリ
サーチ。なにがあると、就労がや
りやすいか。なにが就労を阻害
しているのかをヒアリングから
調査 
 
③上から⽬線の⽀援ではなく、
伴⾛している地元団体のお⼿伝
いを PR 
 
 

アンケート調査に
より仕事感、仕事探
しの⽅法、採⽤前と
あとの⼼理、⽣活指
標。継続した就労 

採⽤前と後の⼼理、 
⽣活指標 １０％向
上 
６カ⽉の間、安定した
就労⽣活を保つこと
ができること 
（数字の根拠として、
海外で実施された就
労⽀援 SIB から。） 

2023 年
3 ⽉ 

① 平成 30 年度 沖縄県ひとり親世帯等実
態調査報告書（2,504 世帯）27.5 %しか
⽀援を知らず、⺟⼦家庭直接（５２世帯）
にヒアリングをしたところ、８０％が就
労相談を活⽤できていないことがわか
った就労を⽬指す⺟⼦家庭を対象とし
たオンライン相談、リーダーシップ個別
相談研修開始 3 ⽉から開始。１８⼈×
５回。 

②  
平成 30 年度 沖縄県ひとり親世帯等実態調
査報告書（2,504 世帯）24.9％が「就労に不
利を感じ」ており、⺟⼦家庭直接（５２世
帯）にヒアリングをしたところ、８０％が
「現在の仕事が⾟い」と答えていた。就労を
⽬指す⺟⼦家庭を対象としたオンライン相
談、リーダーシップ個別相談研修を開始 3
⽉から開始。１８⼈×５回。 
 
③ コロナのため⾃団体のイベントの実施

が難しいため、オンラインでの告知や情
報提供、県内団体と連携しての実施に変
更した。アプローチした県内団体１団体
地元⺟⼦家庭⽀援団体１団体、3 か所の
⽀部に協⼒を 12回提供、３回の研修を

①１ 
 
 
 
 
 
 
 
②１ 
 
 
 
 
 
 
 
④ 1 
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実施。 
地元⺟⼦家庭への直接⽀援（⾷料・⽂具・
⾐服）を 40回実施。487 名に⾷糧⽀援
を実施。直接ヒアリング（81 名）を実
施。インスタグラムなど今の⺟親に訴求
する仕組みを構築。現⾏の県内では実施
されておらず、届いていない⺟親が多い
ことがわかった。3 ⽉現在２００００イ
ンプレッション 

【⾏政】 
①⾏政サイドがシングルマザーに
対する就労⽀援をどのように⾏っ
てきたのか、地元企業と繋がって
きたのか 
なにが就労の障害になっているの
かをリサーチ。 

協働にむけた取り組
みの深度 
 
⺟⼦家庭⽀援に関す
る⾏政の負担度の軽
減 
 

政策に反映される数 
５件 

2023 年
3 ⽉ 

国政 8 件、県政 8 件、 
市政 10件の政策提⾔ 
うるま市で実装１件、（⾏政職員向けにレク
チャーを実施１回、就労のために⽣活環境
を整えることが理解され、⾷を通した⾒守
り事業が政策として実施される） 
那覇市で３件 
（⾏政職員向けにレクチャーを実施 3 回。
IT活⽤の雇⽤対策、住宅政策の拡充として
実施される、また沖縄県⺟⼦寡婦⽗⼦連合
会に委託された⺟⼦家庭向け訓練事業に企
業を連携させ、県内初の訓練事業となった。
これは今後も県の事業として実施される予
定） 

① 3 
 

＊進捗状況：1 計画より進んでいる 、2 計画どおり進んでいる 、3 計画より遅れている、4 その他  
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② 事業進捗に関する報告 
1.事業計画に掲げた短期アウトカムの達成の⾒込み 

  1.達成の⾒込み   
2.アウトカムの状況 

A：変更項⽬ 
þ変更なし ☐短期アウトカムの内容 ☐短期アウトカムの表現  ☐短期アウトカムの指標 ☐アウトカムの⽬標値 

3. (任意）活動に関する報告 
最終年を迎え、コロナ禍に適応するため修正した指標、⽬標値に順じ、事業を遂⾏している。県内に有効なモデルを構築、提供するとともに、事業
実施後も県内⾏政、⽀援団体で実施できる体制を整備した。コロナ禍で疲弊していた企業においても、⺟⼦家庭を受け⼊れるための環境整備を⾏え
るようになってきた。県内⾏政、⽀援団体とも協⼒関係を結び、事業を遂⾏できている。 

 
③ 広報に関する報告 
1. シンボルマークの使⽤状況 
☐⾃団体のウェブサイトで表⽰している  ☐広報制作物に表⽰している  
þ報告書に表⽰している þイベント実施時に表⽰している ☐その他 

→「その他」を選択した場合は記載してください（⾃由記述）： 
2. 広報 

1.メディア掲載（TV・ラジオ・新聞・雑誌・WEB等） 
 ２０２１年１１⽉ 県内新聞２社 テレビ３社 県外新聞２社 
 ２０２２年０６⽉ 県内新聞２社 
 ２０２２年０9 ⽉ 県内新聞２社 県外新聞１社 
 ２０２３年１⽉  県内新聞２社 テレビ２社 
 ２０２３年３⽉  県内新聞１社  
 ２０２３年４⽉  県内新聞１社  
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2.広報制作物等 
 
3.報告書等 
沖縄県⺟⼦家庭就労課題マップ 
県内インスタグラム周知報告 
 

3. イベント開催等（シンポジウム、フォーラム等） 
２０２２年０７⽉マイケルペイジ就労⽀援セミナー 

 ２０２２年０8⽉ 県内企業３社とともに⺟⼦家庭向け雇⽤セミナー 
 ２０２３年０３⽉ 県内企業主催セミナー登壇。事業周知 
 

 
④規程類の整備に関する報告  
1.  事業期間に整備が求められている規程類の整備は完了しましたか。 

þ完了  ☐整備中 
 
2. 整備が完了した規程類を webサイト上で広く⼀般公開していますか。 

þ全て公開した ☐⼀部未公開 ☐未公開 
→「⼀部未公開」「未公開」を選択した場合の理由と公開予定⽇： 

 
3.  変更があった規程類に関して資⾦分配団体に報告しましたか。 

þはい  ☐いいえ 
→「いいえ」を選択した場合の理由：現時点での変更はなし 

 



6 
 

⑤ガバナンス・コンプライアンスに関する報告 
1. 社員総会、理事会、評議会は定款の定める通りに開催されていますか。 

þはい  ☐いいえ 
→「いいえ」を選択した場合の理由： 

 
2. 内部通報制度は整備されていますか。 

þはい  ☐いいえ 
→「はい」の場合の設置⽅法（複数選択可）：☐内部に窓⼝を設置  ☐外部に窓⼝を設置  ☐ JANPIA の窓⼝を利⽤ 
 

3. 利益相反防⽌のための⾃⼰申告を定期的に⾏っていますか。 
þはい  ☐いいえ 

→「いいえ」を選択した場合の理由： 
 
4. 関連する規程の定めどおり情報公開を⾏っていますか 

þはい  ☐いいえ 
→「いいえ」を選択した場合の理由： 

 
5. コンプライアンス委員会は定期的に開催されていますか。 

þはい  ☐いいえ 
→「いいえ」を選択した場合の理由： 

 
6. 報告年度の内部監査⼜は外部監査を実施予定ですか。（実施済みの場合含む） 

þ内部監査を実施  ☐外部監査を実施  ☐実施する予定がない 
→「実施する予定がない」を選択した場合の理由： 

 
 
 


